
　　（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

77,770,874 24,837 8,510,469 69,285,242
77,770,874 24,837 8,510,469 69,285,242

　　（単位：円）

0 0 0 0
69,285,242 69,285,242 0 0
69,285,242 69,285,242 0 0

　　（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,693,250 371,570 2,321,680
2,745,205 2,505,209 239,996
2,883,437 2,656,168 227,269
6,890,940 4,127,760 2,763,180

178,500 98,175 80,325
15,391,332 9,758,882 5,632,450

　（単位：円）

（公社）全国産業
廃棄物連合会

0 12,432,230 12,432,230 0

同 0 10,460,460 10,460,460 0

同 0 600,000 600,000 0

同 0 4,320,620 4,320,620 0

同 0 70,000 70,000 0

同 0 17,060 17,060 0

0 27,900,370 27,900,370 0

　　　　債権の貸倒損失の発生に備えるため、回収可能性を個別に検討し、回収不能見込額を計上している。
　　　②賞与引当金

　　　③退職給付引当金

科　　　　目
基本財産
特定資産
　環境基金引当預金

合　　　　　計

科　　　　　目
建物附属設備
車両運搬具
什器備品
リース機器
ソフトウエア

　　　　職員の退職給付に備えるため、期末現在の自己都合要支給額に相当する金額から
　　　　中小企業退職金共済掛金額を控除した額を計上している。
　　　　なお、退職給付引当金には役員分　 １，４２５  千円が含まれている。

２．表示方法の変更

職員に対する賞与の支給に備えるため、７月支給見込額のうち当事業年度に帰属する支給見込額を計上している。

　　前期まで未収金に含めて表示していた「未収会費」は、科目の重要性に鑑み区分掲記した。
    比較するために前期の未収金についても未収会費とその他の未収金を区分掲記した。
　　前期の未収会費330,000円については全額入金済みである。
　　環境基金引当預金の運用益について。指定正味財産運用益として計上することに変更した。
　　また、一部勘定科目名について整理を行った。

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

（５）引当金の計上基準
　　　①貸倒引当金

　　該当事項なし

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

７．保証債務等の偶発債務

　　該当事項なし

８．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

５．担保に供している資産及び保証債務等の偶発債務

　　　ただしリース資産についてはリース期間定額法で減価償却している。
      ソフトウエアについては定額法で減価償却している。
（３）リース取引の処理方法

（４）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

所有権移転外リース取引については、リース会計基準により売買取引として処理している。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産については、定率法によって減価償却している。

貯蔵品（マニフェスト） 最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく薄価切り下げの方法）によっ
ている。

補助金等の名称
助成金

産業廃棄物管理票普及啓発頒布事業費

法制度普及啓発促進講習会事業助成金

事業執行助成金（機関紙発行、実務研修
会）
電子マニフェストシステム恒常的業務遂
行事業費
電子マニフェストシステム運用加入促
進・運用支援

業務災害補償制度普及推進

　　　　　　合　　　　　計

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

（うち一般正味財
産からの充当額

　（うち負債に対
応する額

科　　　　　　目
特定資産
  現金
　環境基金引当預金
　　　合　　　　計

当期末残高
（うち指定正味
財産からの充当

合　　　　　計



　　（単位：円）
金　　額
12,432,230
10,460,460

600,000
4,320,620

70,000
17,060

364,000
5,821,913
1,995,000

306,036
36,387,319

産業廃棄物管理票普及啓発頒布事業助成金
法制度普及啓発促進講習会事業助成金

　　該当事項なし

１２．その他

内容
経常収益への振替額

９．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

事業執行助成金（機関紙発行、実務研修会）
電子マニフェストシステム恒常的業務遂行事業助成金
電子マニフェストシステム運用支援事業費

１０．関連当事者との取引の内容
　　該当事項なし

１１．重要な後発事象

    該当事項なし

事　　　　業　　　　名

合　　　　　　　計

業務災害補償制度普及推進事業費
環境基金による大阪府環境教育資料印刷事業
環境基金による環境ﾌｫｰﾗﾑへの支援事業
産業廃棄物処理業者のためのBCP研究支援事業
環境基金運営委員会等費用


